
 

事 務 連 絡 

 令和６年１０月１１日 

 

各都道府県財政担当課 

各都道府県市区町村担当課 

各都道府県議会事務局   御中 

各指定都市財政担当課 

各指定都市議会事務局 

 

  

総務省自治財政局財政課  

 

 

令和６年度一般会計予備費の使用に伴う地方負担への対応等について 

  

政府は、令和６年１０月１１日に、令和６年度一般会計予備費の使用を閣議

決定したところであります（別添資料参照）。 

これに伴う財政措置等として別紙のとおり講ずることを予定しておりますの

で、お知らせいたします。 

貴都道府県内の市区町村及び市区町村議会に対しても速やかに措置の内容を

御連絡いただくようお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 
 

                                            【担当】 

                       総務省自治財政局 

                        財政課財政計画係 西林 

                        電話 03-5253-5612 

 

 



（別紙） 

第１ 一般会計予備費に係る追加の財政措置 

政府は、令和６年１０月１１日に、令和６年度一般会計予備費

（１，３２５億円）の使用を閣議決定したところである（別添資料参照）。 

今回の予備費使用においては、歳出の追加に伴う地方負担が生じること

から、これに対しては以下のとおり財政措置を講ずる予定である。 

１ 今回の一般会計予備費の使用により令和６年度に追加されることとなる

投資的経費に係る地方負担額については、原則として、その１００％まで

地方債を充当できることとし、後年度においてその元利償還金について以

下のとおり地方交付税により措置することとしている。 

なお、詳細については、別途お知らせすることとしている。 

(1) 災害復旧事業債

① 補助災害復旧事業債

補助災害復旧事業債の後年度における元利償還金（公営住宅の災害

復旧に係るものを除く。）については、その９５％を公債費方式によ

り基準財政需要額に算入すること。 

② 災害対策債

ア 令和６年能登半島地震に係る災害対策債の発行要件を満たす地方

公共団体のうち、令和６年９月２０日からの大雨により被害を受け

た石川県及び当該大雨により「災害救助法」（昭和２２年法律第

１１８号）が適用された市町村は、「災害対策基本法施行令」（昭

和３７年政令第２８８号）第４３条第３項に基づき災害対策債を発

行できることとすること。 

イ 災害廃棄物処理事業に係る災害対策債の後年度における元利償還

金について、その９５％を公債費方式により基準財政需要額に算入

すること。 

(2) 補正予算債

補正予算債の後年度における元利償還金の８０％を公債費方式により

基準財政需要額に算入すること。 

２ 今回の一般会計予備費の使用により令和６年度に追加されることとなる

地方債の対象とならない経費については、以下のとおり財政措置を講ずる

こととしている。 

(1) 災害救助費

災害救助費に要する経費の４０％（地方負担額を限度）に対して、特



 

別交付税により措置すること。 

(2) 災害廃棄物処理事業 

災害対策債の発行要件を満たさない地方公共団体においては、地方負

担額の９５％を特別交付税により措置すること。 

 

第２ 地方公営企業施設の災害復旧事業等に係る財政措置 

令和６年９月２０日からの大雨により被害を受けた水道事業又は下水道

事業が実施する施設の復旧に要する経費については、令和６年能登半島地

震により被害を受けた水道事業又は下水道事業が実施する施設の復旧に要

する経費と一体的に取り扱うこととし、「令和６年能登半島地震に係る地

方公営企業施設の災害復旧事業等に対する繰出金について（通知）」（令

和６年３月２１日付け総財公第２１号総務副大臣通知）及び「令和６年能

登半島地震に係る地方公営企業施設の災害復旧事業等に対する地方財政措

置等について」（令和６年３月１日付け公営企業課事務連絡）によりお知

らせしたとおり、その一部について、地方公営企業災害復旧事業債を充当

できることとしているほか、一般会計からの繰出基準の特例を適用するこ

ととし、当該繰出金について補助災害復旧事業債及び一般単独災害復旧事

業債を充当できることとしている。 

 

第３ なりわい再建支援事業に係る財政措置 

「中小企業特定施設等災害復旧費補助金（なりわい再建支援事業）交付

要綱」（２０２４０２１９財中第１０１０号令和６年２月２０日、改正

２０２４１００９財中第６号令和６年１０月１１日経済産業大臣）により

新たに追加された令和６年９月２０日からの大雨に伴うなりわい再建支援

事業（地方公共団体が補助する経費の２／３を国が補助する場合）に係る

地方負担額については、災害対策債の発行要件を満たす地方公共団体（上

記第１の１(1)②アと同様）において、その１００％まで災害対策債を発

行できることとし、後年度における元利償還金については、その９５％を

公債費方式により基準財政需要額に算入する予定である。 

 

第４ 地方税等の減収に係る財政措置 

令和６年９月２０日からの大雨に伴う地方税等の減免による減収額につ

いては、歳入欠かん債の発行要件を満たす地方公共団体（上記第１の１

(1)②アと同様）において、その１００％まで歳入欠かん債を発行できる

こととし、後年度における元利償還金については、発行年度における標準



 

税収入額に占める発行額の割合に応じ、その７５％～８５．５％を公債費

方式により基準財政需要額に算入する予定である。 

 

 



 

令 和 ６ 年 度 一 般 会 計 予 備 費 使 用 

 

 

令和６年１０月１１日  

閣 議 決 定  

 

災 害 関 係 経 費 

 内閣府所管 

  災害救助費等負担金の不足を補うために必要  ２，５９６，２１４千円 

  な経費 

 

 農林水産省所管 

  農業施設等災害復旧事業等に必要な経費    １，６２７，９８７ 

 

 国土交通省所管 

  総合流域防災対策事業に必要な経費        ６９０，０００ 

  道路等災害復旧事業等に必要な経費     ３０，４７３，７４９ 

 

 環境省所管 

  災害廃棄物処理事業に必要な経費      １５，５４３，５９０ 

 

          計            ５０，９３１，５４０ 

 

一 般 経 費 

 内閣府所管 

  衆議院議員総選挙取締りに必要な経費       ３０４，０９９ 

 



 総務省所管 

  衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民 ８０，３４９，１５３千円 

  審査に必要な経費 

  衆議院議員総選挙啓発推進に必要な経費      ５８７，９８７ 

 

 法務省所管 

  衆議院議員総選挙取締りに必要な経費        ８８，６５８ 

 

 外務省所管 

  衆議院議員総選挙の在外選挙及び最高裁判所    ２６４，１３８ 

  裁判官国民審査の在外投票に必要な経費 

 

          計            ８１，５９４，０３５ 

 

      合       計       １３２，５２５，５７５ 

 

（ 参 考 ） 

  予 備 費 予 算 額        １，０００，０００，０００千円 

  前回までの使用累計額          ３８８，１９４，３２４ 

  今 回 使 用 額          １３２，５２５，５７５ 

  差 引 残 額          ４７９，２８０，１０１ 




